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家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

生活経営における情報コストと情報行動

椙山女学園大生活科学　山口久子　○東珠実　金城学院大短大　古寺浩

　目的　近年、情報化社会が進行するなかで、家庭生活にも多様な情報機器が普及してお

り、家計における情報獲得・活用のためのコストはますます増大するものと考えられる。

したがって、個々の生活者は、ライフ・スタイルやライフ・ステージに応じて、効率的に

情報を取捨選択する必要があり、そのような能力をつくりだすことが今日的課題のひとつ

といえよう。そこで本研究では、生活者にとって必要な情報をコストの面からとらえ、家

庭生活における情報化の指標を得るとともに、一人一人の生活者が情報の獲得・活用に対

してどのような意識をもって行動しているかを明らかにすることを目的とした。

　方法　方法は、以下の手順にしたがった。①先行研究の成果に基づいて、とくに生活経

営の視点から、研究対象としての情報をどのようにとらえるべきかについて明確にした。

②総務庁「全国消費実態調査報告」の品目別分類に基づいて、情報関連支出の範囲を特定

し、収入階級別、世帯主の年令階級別にみた情報関連支出を算出した。③アンケート調査

に基づいて、生活者の情報の獲得・活用に関する意識と行動の実態を明らかにした。

　結果　結果の概要は次の通りであった。①生活経営における情報は、生活主体である個

人や生活組織が、生活目的を実現するための意思決定行動を調整するのに役立つような報

せとしてとらえることができた。②家計における情報関連支出は、保健医療費、交通通信

費、教育費、教養娯楽費、その他の消費支出に含まれる多くの品目にかかわる支出として

位置づけられた。③生活情報に対する家計の支出や、生活者の意識、行動は、ライフ・ス

テージや所得水準などの世帯特性の違いによって、多様な特徴を示した。
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都市階級別にみた肉類の消費行動の変化

鳥取大教育　　　堤伸子

　目的　わが国の食生活は、食生活の近代化と呼ばれる変化を経て今日に至っている。食

料のなかでも、とりわけ近代化食品と呼ばれた肉類の消費行動には著しい変化がみられる。

また、食生活の変化は全国一様に起こってきたのではなく、都市規模によって格差がある。

本研究ぱ、最近25年間における肉類の消費行動の変化を、都市階級別（大都市、中都市、

小都市ふ、小都市Ｂ、町村) に明らかにしようとするものである。

　方法　これまでの食料消費に関するタイムシリーズ分析においては。主に計測期間を通

じてパラメータは一定とするモデルが用いられてきたが、本研究でii、パラメータが時間

の経過とともに変化していくモデルを胴発した。基本的には、次に示す、所得・価格・習

慣効果を説明変数とする動学モデルを用いて、都市m級別に推計した。ins *= β丿β(is が

βj㎏ρ+βsbs む(･‥①　々は肉類のl人当たり消費量、/は1人当たり実質所得、ρは肉類の

相対価枯、ぞｰ、は前年度の肉類のＪ人当たり消費量である。β。～βsは推定すべきパラメー

タであるが、次の②~④で示すように時間zの関数と定義し, パラメータat～asおよびbi～

b5を推定することにした。βi=aけbり‥･②　βj =aμbμ‥･③　βs =a5 +bμ‥･④　この他、

代替効果、トレッドをとりいれたモデルの推計も行った。また、肉の種類mにも伺－の分

析を行った。データは、総務庁統計局『家計調査年報J （昭和40年～平成3年) i: r消費者

物価指数年報J による。

　結果　都市階級間格差が縮小する方向で、時間経過とともに、所得弾力性と価絡弾力性

（絶対値) は低下傾向を示し、習慣効果が高まってきたことが明らかになった。
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